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はじめに
　韓国ソウル中央地裁は 2018 年 4 月 6 日，収賄罪等に問われた韓国前大統領，朴槿恵
被告に対し，懲役 24 年，罰金 180 億ウォンの実刑判決を宣告した。朴前大統領は，大
統領在任中にいわゆる国政壟断スキャンダルで 2016 年 12 月国会により弾劾訴追され，
2017 年 3 月憲法裁判所により弾劾訴追を妥当と判断され罷免された。その後，収賄，
職権濫用，強要等 18 の罪で起訴され，ソウル中央地裁により上記のような重刑が宣告
されたのである（2018年 6月現在，控訴審で係争中）。朴前大統領は韓国憲政史上初めて
大統領職を罷免され，大統領経験者としては 3人目で有罪判決を受けたのである。
　国政壟断スキャンダルに起因する朴前大統領の弾劾・罷免に続く刑事訴追は，「民
主化」以来韓国民主主義をリセットする重大な政治的事件である。しかし，朴前大統
領に対する政治的・法的断罪が正当か否かに関しては事実に即した検討が求められる。
一方，このような重大な政治的事件を牽引したのはメディアで，ジャーナリズムの本
領が発揮された。ところが，メディアは朴前大統領をはじめスキャンダル関係者を追
及する過程でジャーナリズム倫理上の問題点も少なからず露呈した。
　本稿では，朴前大統領の罷免・刑事訴追について若干の検討を加えつつ，この前代
未聞の事態におけるメディアの功罪について考察する。
一　大統領罷免・刑事訴追の経緯と経過
　朴前大統領は，大統領在任中国政壟断スキャンダルにより大統領罷免に続き，刑事
訴追された。本章では，国政壟断スキャンダルを概観しつつ，朴前大統領の弾劾訴追，
罷免，刑事訴追という一連の出来事の概要を示す。
＊ 本稿は，専修大学主催のワークショップで筆者が口頭発表した「韓国の大統領弾劾とメディア」（2017 年 7
月 22日）に加筆を施したものである。
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　1　国政壟断スキャンダル
　韓国では 2016 年 7 月から 10 月にかけて，朴前大統領とその友人，崔順実を中心に
国政への不当な介入に関する疑惑がメディアを通じて表面化した。このいわゆる国政
壟断スキャンダル（2016 South Korean political scandal）は，後述するように，韓国国会
で取り上げられ，「朴槿恵政府の崔順実等の民間人による国政壟断疑惑事件」と命名さ
れた。スキャンダル発覚当時，朴前大統領は国会議員を経て 2013 年 2 月 25 日より韓
国の第 18 代大統領の職にあり，崔順実は公的な役職には就いていなかったものの，朴
前大統領の 40年来の親友として朴政権の「影の実力者」と呼ばれていた。
　国政壟断スキャンダルは，崔順実とその親戚やその側近等（以下，崔順実等）が朴前
大統領の庇護の下，大統領府（青瓦台）や行政府の黙認の中，国政への不当な介入と私
益追求を図った疑惑が持たれている事件である。すなわち，崔順実等は政府の主要政
策決定や事業に関与し，行政府，公企業及び私企業の人事に不法な方法で介入し，ミ
ル（文化による創造文化・経済を標榜する財団法人，2015 年 10 月設立）とKスポーツ（ス
ポーツによる創造文化・経済を標榜する財団法人，2016 年 1 月設立）を設立して企業に拠
出金を強要する等，国家行政に対する直接・間接に関与することで国家システムを混
乱させ，私益を図ろうとしたとされる。現在，スキャンダルの全貌が解明されつつあ
るように，崔順実が朴前大統領との関係を極めて巧妙に利用し，韓国社会を翻弄した
情況が窺える。
　以上によれば，国政壟断スキャンダルは，米国のウォーターゲート事件（Watergate 
scandal）を遥かに凌ぐ重大な権力の不正と位置付けることができよう。
　2　大統領罷免・刑事訴追
　1）弾劾訴追
　国政壟断スキャンダルの一端が 2016 年 7月にメディアに初めて登場して以降，関連疑
惑報道が相次ぎ，同年 10 月にはスキャンダルが本格的に発覚するようになった。朴前大
統領と崔順実との不健全な関係や崔順実の一連の非違行為の実体が露見したのである。
　そこで，大学生・教授等が 10 月下旬から 11 月にかけて，スキャンダルの真相究明
（捜査），朴前大統領の退陣等を求める「時局宣言」を相次いで行った。また，多数の市
民が 10 月 29 日，ソウル広場を起点に全国各地で朴前大統領の退陣，崔順実を含む関
係者の処罰等を要求するいわゆる「蝋燭集会」（candlelight struggle）を開始した。蝋燭
集会は，週末ごとの大規模集会に発展し，朴前大統領の弾劾訴追，罷免を経て拘束・
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起訴直後まで続いた。
　国会は 2016 年 11 月 17 日，国政壟断スキャンダル発覚に伴う国民世論の沸騰を受け，
このスキャンダルを「朴槿恵政府の崔順実等の民間人による国政壟断疑惑事件」と命
名し，事件究明のための国政調査及び特別検察官（特検）による捜査を承認した。国政
調査を担った国会の国政調査特別委員会は 60 日間一連の疑惑 1）に関する調査（機関報
告 2 回，聴聞会 7 回，現場調査 2 回）を行い（2017 年 1 月 15 日終了），一定の成果を上げた
ものの，核心証人である崔順実と青瓦台関係人をめぐる疑惑を必ずしも十分に解消で
きなかった 2）。特検（特別検事1人，特別検事補4人，派遣検事20人，特別捜査官40人体制）
は 90 日間捜査を行い（2017 年 2 月 28 日終了），既に検察により 2016 年 11 月 20 日起訴
された崔順実（職権濫用権利行使妨害・収賄等），安鍾範前青瓦台政策調整主席秘書官
（同）の追加起訴に加え，金淇春前大統領秘書室長と趙允旋前文化体育観光部長官（政
権に批判的な文化芸術人のブラックリストの作成に係る職権濫用権利行使妨害），崔京姫前
梨花女子大学総長（鄭維羅の不正入学に係る業務妨害等），李在鎔三星電子副会長（崔順
実一家に対する贈賄等）等を起訴した他，現職大統領の不訴追特権（内乱罪・外患罪は例
外）の故に朴前大統領を刑事訴追できなかったものの，立件済みの職権濫用権利行使
妨害，強要等の嫌疑に加え，収賄（崔順実と共謀して三星から賄賂授受）等の嫌疑を新た
に確認し，検察に移管した。
　また，国会は 2016 年 12 月 9 日，野党から 12 月 3 日発議された朴前大統領の弾劾訴
追案を可決した。弾劾訴追議決書によると，朴前大統領が職務遂行において重大かつ
1） ①青瓦台関係人が崔順実等に青瓦台文書を流出したり，外交・安全保障上の国家機密等を漏洩した疑惑，
②崔順実等が政府の主要政策決定と事業に介入し，行政府，公企業及び私企業の人事に不法な方法で介入
した疑惑，③崔順実等と青瓦台関係人がミル・Kスポーツを設立し，企業に拠出金を強要した等の疑惑，④
崔順実等がミル・Kスポーツから事業を受注する方法で国内外に資金を流出した疑惑，⑤崔順実等が自ら
設立したり，関連のある法人・団体を運営する過程で不法な方法で行政府，公企業及び私企業から事業を
受注する等利権に介入し，関連財産を隠匿した疑惑，⑥崔順実の娘で馬術選手の鄭維羅の高校・大学不正
入学や単位取得の特恵と乗馬協会等に対する外圧の疑惑，⑦三星等各企業と乗馬協会が鄭維羅を支援した
疑惑，⑧青瓦台関係人，文化体育観光部長官・次官が崔順実等のため関連公職者の人事に不当に介入した
疑惑，⑨禹柄宇前青瓦台民情首席秘書官が在任期間中崔順実等の非違行為等を監察・予防できなかった職
務放棄の疑惑，⑩李碩洙特別監察官がミル・Kスポーツの募金及び崔順実等の非違行為等を調査する過程
で禹柄宇前青瓦台民政首席秘書官の影響力の行使で解任された疑惑，⑪崔順実等と青瓦台関係人，ミル・K
スポーツ，全国経済人連合・企業等が組織的に証拠隠滅を図った疑惑，⑫崔順実とその一家が不法な財産
を形成し，隠匿した疑惑，⑬崔順実等が青瓦台に野党議員らのSNS不法査察等不当な業務指示を行った疑
惑，⑭大統領の外遊に同行した整形外科院長のソウル大教授委嘱等に青瓦台が介入した疑惑等。
2） イ・ジュンイル『蝋燭の憲法学』（フマニタス，2017年）202頁。
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広範な憲法と法律に違背したと主張しつつ，〈表 1〉のように，弾劾訴追事由として 5
つの類型の憲法違背行為と４つの類型の法律違背行為を摘示している 3）。
　国会法制司法委員会委員長（訴追委員）は 2016 年 12 月 9 日，朴前大統領弾劾訴追案
可決直後，憲法裁判所に訴追議決書正本を提出し，被請求人（朴前大統領）に対する弾
劾審判を請求した。同時に，朴前大統領にも訴追議決書写本が伝達され，憲法裁判所
の弾劾審判がなされるまで大統領としての権限行使は停止され（憲法 65 条 3 項），大統
領の憲法上の職務は国務総理が代行するようになった（憲法 71条）。
　2）罷免
　憲法裁判所は2016年12月9日，訴追委員による朴前大統領に対する弾劾審判の請求を
受け，審判手続を開始した。憲法裁判所は，2017年 2月27日弁論終結まで 3回の弁論準備
期日，17回の弁論期日を開き，当事者の弁論を聴取し，証拠調べを行った。本件審判の
3） http://pds25.egloos.com/pds/201703/10/20/01.pdf
表 1　朴前大統領の弾劾訴追事由の概要
類　型 行為内容
憲法違背行為
①国民主権・代議民主主
義毀損等
◦崔順実等に公務上秘密を漏洩し，国政や高位公職者人事への関与を許容
◦私企業に数百億ウォンを拠出させ，崔順実等に特恵提供を強要する等国
家権力が私益追求の道具に転落
②公務員任免権濫用等
◦崔順実等の意向を受けて青瓦台幹部や文化体育観光部長官・次官を任命
し，崔順実等の私益追求に妨げになり得る公職者を恣意的に解任・転補
③企業の財産権・個人の
職業選択の自由侵害等
◦私企業に金品拠出を強要して賄賂を授受したり，崔順実等に特恵提供を
強要し，私企業役員人事に干渉
④言論の自由侵害
◦崔順実等非公式ラインの実力者の専横を報道したメディアを弾圧（「鄭
潤会文書」を報じた世界日報の社長の解任圧力が一例）
⑤生命権保護義務違反 ◦セウォル号事故に際し国民の生命・安全保護のための積極的措置の欠如
法律違背行為
①ミル・Kスポーツの設
立・拠出関連犯罪
◦安鍾範青瓦台政策調整首席秘書官に企業からの拠出を以て両財団の設
立を指示
◦崔順実が両財団の人事・運営の掌握
②ロッテグループの追加
拠出金関連犯罪
◦崔順実の事業計画（崔順実が設立したBlue Kが利益を取得する方式）に
従い，ロッテグループにKスポーツへの拠出を強要
③崔順実等に対する特恵
提供関連犯罪
◦現代自動車に崔順実の知人が経営するKDコープレーションとの納品契
約の締結を強要
◦現代自動車に崔順実が設立したプレイグラウンドの広告授受を要求
◦崔順実の企画案に従い，ポスコのフェンシング実業団の設立に介入
◦プレイグラウンドのKTの広告代理店の選定に介入
◦グランドコリアレジャーとBlue Kとの業務契約に介入
④文書流出・公務上取得
した秘密漏洩関連犯罪
◦公務上秘密文書 47 件をジョン・ホソン青瓦台付属秘書官を通じて崔順
実に伝達
　出典：大統領（朴槿恵）弾劾訴追議決書（2016. 12. 9）を基に筆者作成
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対象は，大統領が職務執行において憲法や法律に違反したか否か，及び大統領に対する
罷免決定を宣告するか否かである。憲法裁判所は，訴追議決書が摘示した被請求人の訴
追事由を基に，事実関係を中心に①私人の国政介入許容と大統領権限濫用，②公務員任
免権濫用，③言論の自由侵害，④生命権保護義務等違反の 4類型に整理し，審理した。
　憲法裁判所は約 3 か月の審理を経て 2017 年 3 月 10 日，終局決定を宣告した。憲法
裁判所はⓐ弾劾審判手続における適法要件の瑕疵の有無を判断した上で，弾劾の成否
（ⓑ被請求人が職務執行において憲法や法律に違背したか，ⓒ違背行為が認められる場合，
それが被請求人の罷免を正当化できる程度に重大であるか否かについて判断した 4）。まず，
憲法裁判所はⓐにつき，訴追事由の特定の欠陥（訴追議決書に記載された訴追事由が抽象的
であること等），国会の議決手続の違法性（客観的調査・証拠に裏付けられた訴追事実に基礎
していないこと，訴追議決が討論を経ずなされたこと，全弾劾事由に対し一括議決したこ
と），8人裁判官（1人欠員）5）による弾劾審判決定の無効性（公正な裁判を受ける権利の侵害））
を訴える被請求人の主張を斥け，適法要件に如何なる瑕疵もないと判断した。
　次に，憲法裁判所はⓑにつき，①～④に対して〈表 2〉のように判断した。
4） 憲裁 2017・3・10宣告 2016憲ナ 1決定。
5） 憲法裁判所は，法官の資格を有する 9人の裁判官で構成する（憲法 111条 2項）が，2017年 1月朴漢徹所長
の退任により 8人の裁判官が本件を審理し，決定を行った。
表 2　朴前大統領の弾劾訴追事由に対する憲法裁判所決定の概要
弾劾訴追事由 判断の概要
①私人の国政
介入許容と
大統領権限
濫用
◦被請求人の一連の行為（崔順実が推薦した者を多数公職に任命，ミル・Kスポー
ツの設立指示，私企業に拠出を要求，崔順実による両財団の掌握を許容，私企業
の経営に関与（特定人の採用を要求，特定社との契約締結を要請），その他崔順実
の利権と関わる政策樹立を指示等）は崔順実等の利益のために大統領としての地
位と権限を濫用したもので，公益実現義務（憲法 7条 1項等）違反
◦被請求人が企業にミル・Kスポーツへの拠出を要求したのは，企業の財産権・企
業経営の自由（憲法 15条，23条 1項等）侵害
◦被請求人が職務上秘密に該当する多くの文書の崔順実への流出を指示・放置した
のは，秘密厳守義務（国家公務員法 60条）違背
②公務員任免
権濫用
◦被請求人が文化体育観光部所属高位公務員に対する問責性人事を行ったと認める
には証拠不十分
③言論の自由
侵害
◦世界日報社長の解任に被請求人が関与したと認めるには証拠不十分
④生命権保護
義務等違反
◦国民の生命が脅かされる災害状況が発生したとしても，被請求人が直接救助活動
に参加しなければならない等具体的かつ特定の行為義務まで直ちに発生するとみ
るのは困難
◦セウォル号事故当日，被請求人が職責を誠実に遂行したか否かはそれ自体では訴
追事由に該当せず，弾劾審判手続の非判断対象
　出典：憲裁 2017・3・10宣告 2016憲ナ 1決定を基に筆者作成
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　引き続き憲法裁判所はⓒにつき，①の憲法・法律違背行為は国民の信任に背反した
ものとして憲法守護の観点から容認できない重大な法違背行為で，憲法秩序に及ぼす
否定的な影響と波及効果が重大であるため，被請求人を罷免することにより得られる
憲法守護の利益が大統領罷免に伴う国家的損失を圧倒する程大きいと認められると判
断した。
　憲法裁判所は以上のような判断に基づき，裁判官全員の一致で被請求人を大統領職
から罷免すると決定した。
　3）刑事訴追 
　憲法裁判所の罷免決定を受け，朴前大統領は即時失職し，不訴追特権を失った。検
察は国政壟断スキャンダルに関連して朴前大統領に対する捜査を本格化し，2017 年 3
月 31 日拘束し，4 月 17 日収賄等 18 の嫌疑で起訴した。朴前大統領の公訴事実の概要
は〈表 3〉の通りである。
　本件公判中，朴前大統領は大統領在任中に国家情報院から特殊活動費の上納を受け
た疑惑や総選挙の際国会議員の公認推薦プロセスに不法関与した疑惑も浮上した。結局，
朴前大統領は 2018年 1月 4日前者関連嫌疑 6）で追起訴され，2018年 2月 1日後者関連
嫌疑 7）で追起訴され，国政壟断スキャンダルとは別途に，裁判を受けるようになった。
　朴前大統領の国政壟断スキャンダル裁判は，約 10 か月間 118 回の期日を経て，2018
年 2月 27日結審した（懲役 30年，罰金 1185億ウォン求刑）。ソウル中央地裁は 2018年 4
月 6 日，〈表 3〉の示す朴前大統領の公訴事実 18 項目のうち，⑬⑭を除き，16 項目につ
き有罪（ただし，②の一部（プレイグラウンドへの広告発注の強要における職権濫用権利行
使妨害）⑤の一部（同），⑨の一部（文書47件中33件），⑫の一部（鄭維羅への乗馬支援の約束），
⑱の一部（ハナ金融グループ・フランクフルト支店長の昇格人事の強要における職権濫用権
利行使妨害）は無罪）と判断した上，「被告人の犯行が一つずつ明らかになるにつれて
国政秩序は大混乱に陥り，結局，憲政史上初の「弾劾決定による大統領罷免」という事
態まで至ったところ，このような事態の主な責任は憲法上付与された責任を放棄して
国民から付与された地位と権限を私人に分け与えた被告人と，これを利用して国政を
壟断し，私益を追求した崔順実にある」，「大統領がこの国の主である国民から付与さ
6） 国家情報院から 2013年 5月～2016年 8月に特殊活動費 36億 5000万ウォンを授受した嫌疑（収賄・国庫損
失・業務上横領嫌疑）。
7） 2016年4月13日総選挙を控えて「親朴」系人物等の公認推薦計画を立て，不法世論調査に関与した嫌疑（不
正選挙運動嫌疑）。
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表 3　朴前大統領の公訴事実の概要
カテゴリ 適用犯罪 嫌疑の要旨
ミル・Kスポー
ツへの拠出金の
強制募金
職権濫用
権利行使
妨害・強要
①崔順実，安鍾範と共謀し，企業 18 社から両財団の設立拠出金を強制募
金（774億ウォン）
個別企業関連
職権濫用・強要
職権濫用
権利行使
妨害・強要
現代自動車
関連
②崔順実，安鍾範と共謀し，KDコーポレーションとの納品
契約の締結を強要（11 億ウォン相当），崔順実が運営する
プレイグラウンドへの広告発注を強要（71億ウォン相当）
ロッテ関連
③崔順実，安鍾範と共謀し，Kスポーツの体育施設の建立
費用の供与を強要（70億ウォン）
ポスコ関連
④崔順実，安鍾範と共謀し，フェンシング実業団を設立さ
せ，その運営権を崔順実が運営するBlue Kに与えること
を強要
KT関連
⑤崔順実，安鍾範と共謀し，KTに崔順実の知人等を重役と
して採用させ，崔順実が運営するプレイグラウンドへの
広告発注を強要（68億ウォン相当）
グランドコ
リアレジャ
ー関連
⑥崔順実，安鍾範と共謀し，障害者フェンシング実業団を
設立させ，Blue Kをエージェントとする専属契約の締結
を強要
三星関連
⑦崔順実等と共謀し，崔順実が設立した韓国冬季スポーツ
英才センターへの支援を強要（16億 2800 ウォン）
強要未遂 CJ関連
⑧趙源東青瓦台経済首席秘書官と共謀し，CJグループ会長
に同副会長の退陣を要求したが，強要未遂
機密文書流出
公 務 上
秘密漏洩
⑨ジョン・ホソンと共謀し，公務上秘密情報を含む文書 47 件を崔順実に
流出
ロッテ関連賄賂
第 三 者
賄賂授受
⑩崔順実と共謀し，ロッテグループ会長から不正請託（免税店新規許可）
を受け，Kスポーツの体育施設の建立費用の供与を強要（70億ウォン）
SK関連賄賂
第 三 者
賄賂要求
⑪崔順実と共謀し，SKグループ会長から不正請託（企業結合の承認等）
を受け，Kスポーツの事業名目で金銭の供与を要求（89億ウォン）
三星関連賄賂
賄賂授受
⑫崔順実と共謀し，李在鎔から不正請託（三星グループの経営権継承）を
受け，鄭維羅への乗馬支援の約束を取り付け（213 億ウォン），その一
部を授受（77億 9735万ウォン）
第 三 者
賄賂授受
⑬崔順実と共謀し，李在鎔から不正請託（三星グループの経営権継承）を
受け，韓国冬季スポーツ英才センターへの支援金授受（16 億 2800 ウォ
ン）
⑭崔順実と共謀し，李在鎔から不正請託（三星グループの経営権継承）を
受け，ミル・Kスポーツへの拠出金を供与させ，授受（204億ウォン）
文化芸術系
職権濫用・強要
職権濫用
権利行使
妨害・強要
⑮金淇春，趙允旋等と共謀し，政権に批判的な文化芸術人への支援を排除
⑯金淇春，金鍾德文化体育観光部長官等と共謀し，「ブラックリスト」に
含まれた文化芸術人への支援排除に微温的な文化体育観光部幹部 3 人
の辞職を強要
⑰金淇春，金鍾德等と共謀し，乗馬協会内の崔順実派の問題をも指摘し
た盧泰剛文化体育観光部局長の辞任を強要
私企業人事介入
職権濫用
権利行使
妨害・強要
⑱崔順実等と共謀し，ハナ金融グループ会長に崔順実側に便宜を図った
フランクフルト支店長の昇格人事を強要
　出典：ソウル中央地検特別捜査本部「被告人朴槿恵前大統領等捜査結果発表」（2017. 3. 10）を基に筆者作成
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れた権限をみだりに濫用して国政を混乱に陥れる不幸なことが繰り返されないように
警戒するためにも，被告人に犯罪事実に相応しい厳重な責任を問わざるを得ない」と
し，「朴槿恵被告を懲役 24 年及び罰金 180 億ウォンに処する。被告人が罰金を納入し
ないときは，3年間被告人を労役場に留置する」と宣告した。
　本判決に対し，朴槿恵被告は控訴を放棄した。しかし，検察が一部無罪の部分と量
刑を不服として控訴したため，控訴審が開かれるようになった。
二　蝋燭抗争と大統領罷免・刑事訴追の評価
　国政壟断スキャンダルは，蝋燭集会を触発させ，朴前大統領の弾劾訴追，罷免に続
き，刑事訴追という重大な結果を招来した。本章では，このような蝋燭集会の意義を
吟味しつつ，朴前大統領弾劾訴追・罷免と刑事訴追に関して若干の検討を加える。
　1　蝋燭抗争の意義 
　国政壟断スキャンダルは，朴前大統領と崔順実との不健全な関係に起因するが，そ
の原点は朴前大統領と崔順実の父で宗教家の故崔太敏との関係にあると言っても過言
ではない。崔太敏は，朴正煕元大統領と陸英修夫人の長女で，1974 年 8 月陸英修夫人
が死亡してから 1979 年 10 月朴正煕元大統領が死亡するまで朴正煕元大統領のファー
ストレディー役を務めていた朴前大統領に，陸英修夫人が死亡した頃接近し，1975 年
自身が総裁を務めていた大韓救国宣教団（1976 年「大韓救国奉仕団」を経て，1978 年「新
しい心奉仕団」に改称）の名誉総裁として彼女を推戴する等，多くの国家的・社会的活動
に共に関わった。その後，朴前大統領は 1982 年育英財団（陸英修夫人が 1969 年 4 月に
設立した子供のための福祉財団）理事長に就任し，崔太敏を同財団顧問として選任する
等，1990年代初頭まで彼と共に活動した。朴前大統領は崔太敏を精神的指導役として
仰いだが，崔太敏は朴前大統領の権勢を利用して暗に私益を追求（蓄財）したのである。
　崔順実も崔太敏を通じて朴前大統領と密接な関係を保ち，1978 年「新しい心大学生
総連合会」会長を務め，1987年自身が運営する幼稚園と育英財団（理事長，朴前大統領）
付属子供会館が姉妹関係を結んだ他，長い間朴前大統領の私的用事を手伝った。また，
彼女の夫，鄭潤会（2014 年に離婚）は 1998 年以降朴前大統領の国会議員時代の秘書室
長を務めた。このような経緯から，崔順実は朴政権の影の実力者としての地位を獲得
してミル・Kスポーツの設立・運用に代表される一連の私益追求を本格化したと見ら
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れる。よって，国政壟断スキャンダルは，朴前大統領との関係を利用した崔一家の 2
代にわたる巧みな「錬金術」の一環であると言えよう。しかし，より深刻なのは，崔一
家に捕らわれた朴前大統領が結果的にそのような錬金術を許したことや，政官界の黙
認の下，大企業が経営上便宜を得るため崔一家の工作を陰に陽に手助けしたことであ
る。要するに，このスキャンダルの本質は，憲法秩序の破壊と政経癒着である 8）。
　このような国政壟断スキャンダルの経緯や本質に鑑みれば，朴政権に対する民衆の
公憤は当然の帰結であろう。スキャンダル発覚を受け，2300 余市民団体から成る「朴
槿恵政権退陣非常国民行動」の主催の下，全国各地で多数の市民が所期の目標を達成
するまで根気強く蝋燭集会を繰り広げたのである（主催者側推計で累積参加者数は約
1600 万人）。韓国ではこれまで国家的・社会的イッシューをめぐる数々の蝋燭集会があ
った9）が，今回の蝋燭集会のインパクトは別格である。すなわち，この蝋燭集会は，民
主主義の根幹に悖る権力の私物化に抵抗して朴前大統領に対する弾劾訴追，罷免，刑
事訴追という政治的・法的断罪を勝ち取った，「蝋燭抗争」と位置付けることができる。
　韓国は 1987 年 6 月「民主化闘争」により民主化を成し遂げたものの，国政壟断スキ
ャンダルに限らず，これまで民主主義を蝕む悪しき政治文化（主に政権の権力濫用）を
抱えてきたことも事実である。「蝋燭抗争」の究極的なメッセージが朴政権の退陣や
交代を超え，憲法が謳う自由民主的基本秩序の確立にあるとすれば，市民社会の抗争
は終わっていない。そこで，朴前大統領の罷免に伴って誕生した文在寅政権（2017 年
5 月発足）がこのような市民社会の渇望に応え，政治文化を一新して民主主義の成熟・
発展を遂げることができるかが注目される。文政権は，長い間に積み重なった弊害を
正すとする「積弊清算」を掲げているが，国政壟断スキャンダルのような権力の濫用
は元より，権力機関を筆頭に社会の隅々に積み重なった弊害・悪弊を一掃しなければ
ならない。
　2　弾劾訴追・罷免の是非
　1）弾劾訴追の是非
　韓国憲政史上大統領弾劾訴追は，盧武鉉元大統領（2004 年 3 月 12 日）に続き，朴前大
統領が 2 例目である。では，朴前大統領に対する弾劾訴追は適法で，国会の大統領弾
8） 民主社会のための弁護士会『朴槿恵政権退陣特別委白書』（2017. 5. 25）42−44頁参照。
9） 例えば，米軍装甲車女子中学生轢死事件追慕蝋燭集会（2002. 11～12），盧武鉉大統領弾劾訴追反対蝋燭集
会（2004. 3～4），米国産牛肉輸入反対蝋燭集会（2008. 5），竜山惨事追悼蝋燭文化祭（2009. 2）等。
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劾訴追権の濫用はなかったのか。
　憲法 65 条は，大統領を含む行政府と司法府の高位公職者が「職務執行に際して，憲
法又は法律に違背したとき」，国会は「弾劾の訴追を議決することができる」（1項），大
統領以外の公職者弾劾訴追は「国会在籍議員の３分の１以上の発議及び国会在籍議員
の過半数の賛成」，大統領弾劾訴追は「国会在籍議員の過半数の発議及び国会在籍議員
の３分の２以上の賛成」を要すると規定している（2 項）。同条の目的は，行政府と司
法府の高位公職者による憲法違反を警告して事前に防止しつつ，国民から国家権力を
委任された国家機関がその権限を濫用して憲法や法律に違反した場合には，その権限
を剝奪し，憲法を守護・維持することにある 10）。大統領に対する弾劾訴追手続を他の
高位公職者のそれより厳格にしているのは，大統領が国家元首であり，行政府の首班
として国政を執行する最高責任者であること，同手続が国会と大統領という憲法機関
間の事案であるからであろう。
　国会（在籍議員 300 人）は，検察が示した崔順実等の公訴事実中，朴前大統領の共謀
嫌疑等に基づき，既述したような朴前大統領の弾劾訴追事由（5 つの類型の憲法違背行
為と４つの類型の法律違背行為）を摘示し，弾劾訴追の発議（171人）と議決（賛成234人）
を行ったため，憲法 65 条の大統領弾劾訴追の手続的要件を満たしている。また，朴前
大統領側は弾劾審判の弁論において，既述したように，国会の弾劾訴追手続が①客観
的調査・証拠に裏付けられた訴追事実に基礎していないこと，②訴追議決が討論を経
ずなされたこと，③全弾劾事由に対し一括議決したことが違法であると主張したが，
①②③は国会法 11 章（弾劾訴追）等関連規定に反するわけではない。すなわち，①の
弾劾訴追の発議がなされたとき，その事由等に対する調査を行うかどうかは国会の裁
量に属し（国会法 130 条 1 項），②の議決前の討論手続に関しては法令上の明記がなく，
③の弾劾訴追案の発議形式（訴追事由別発議または一括発議）は発議議員の自由意思に
属し，その議決は上程された弾劾訴追案を基になされるべきであることから，朴前大
統領に対する弾劾訴追手続に違法性はなかったと言えよう 11）。
　しかし，朴前大統領に対する弾劾訴追が適法手続によるものとは言え，国会が弾劾
事由を明らかにするため自ら設置した国政調査特別委員会の調査や特検の捜査結果を
待たずに弾劾訴追に突き進んだのは，「拙速訴追」の批判を免れない 12）。実際，国政壟
10） 憲裁 2004・5・14宣告 2004憲ナ 1決定。
11） 憲裁 2004・5・14宣告 2004憲ナ 1決定。
12） 金平祐『弾劾を弾劾する』（趙甲濟.com，2017年）18頁。
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断スキャンダル発覚以降，朴前大統領に対する弾劾訴追案の発議・議決に至るまでの
政局によると，与野党が政治的計算に基づいて行動したことは否めない。① 2004 年
盧武鉉元大統領に対する弾劾訴追の棄却が招いた政治的逆風の記憶と②「蝋燭抗争」
の政治的負荷のせめぎあいの中，野党は，暫く①に囚われて朴前大統領に対する弾劾
訴追構想に一進一退を続けたが，朴前大統領の下野拒否と相俟って，②の激増に直面
して弾劾訴追案の発議に踏み切っており，与党は当初，朴前大統領に対する弾劾訴追
に消極的・懐疑的であったが，漸次②を解消できず，相当数の議員が態度を一変して
弾劾訴追案の議決に賛成したのである。結局，与野党とも激化する弾劾世論とそれを
支えるメディア報道に同調し，結論を急いだのではないか。
　2）罷免決定の是非
　朴前大統領は国会による政治的弾劾に続き，弾劾審判権を有する憲法裁判所（憲法
111 条 1 項）による司法的弾劾を受け，憲政史上初めて大統領職を罷免された。国会に
よる大統領弾劾訴追が国会内与野党勢力関係等事実上政治力学の中でなされる政治的
判断である反面，憲法裁判所による大統領弾劾審判は弾劾の可否を終局的に決定する
司法判断（法律審）である。では，憲法裁判所の朴前大統領に対する罷免決定は妥当な
判断なのか。
　本件決定の当否に関しては，大きく弾劾審判手続における適法要件の瑕疵の有無と
弾劾の成否の両面から分析する必要があろう。前者は既に検討したように，国会の弾
劾訴追手続には基本的に違法性がない。加えて，憲法裁判所が 8 人裁判官による弾劾
審判決定を憲法・法律上何ら問題がないとしたのは，裁判官の欠員自体が公正な裁判
を受ける権利を侵害するとした従前の判例 13）と矛盾するものの，憲法や憲法裁判所法
の関連規定 14）の趣旨に鑑みれば，正当な判断と言えよう。よって，本件決定の当否は，
結局，後者，すなわち朴前大統領の職務執行上罷免が正当化できる程度の違法（憲法・
法律違背）行為の有無によって決せられる。
　まず，憲法裁判所は前記〈表 2〉のように，弾劾事由 4 点のうち「私人の国政介入許
容と大統領権限濫用」のみを違法行為と認定し，残り 3 点に関しては弾劾事由として
受け入れなかった。「公務員任免権濫用」と「言論の自由侵害」は，確かにこれらが疑
13） 憲裁 2014・4・24宣告 2012憲マ 2決定。
14） 憲法裁判所は裁判官 7人以上の出席を以て事件を審理する（憲法裁判所法 23条 1項）。憲法裁判所におい
て弾劾の決定等に関する認容決定を行うときは，裁判官６人以上の賛成がなければならない（憲法 113 条 1
項，憲法裁判所法 23条 2項）。
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われる動き（文化体育観光部所属高位公務員の問責性人事，世界日報社長の解任等）が散見
されるものの，請求人（訴追委員）の主張を裏付ける証拠が十分とは言えず，「生命権
保護義務等違反」は，セウォル号事故当日朴前大統領が不適切に対応したとは言え，
直ちに生命権保護義務に違反したと認め難いことから，憲法裁判所の判断は妥当性を
欠いているとは言えない。問題は，国政壟断スキャンダルの本丸たる「私人の国政介
入許容と大統領権限濫用」の有無であるが，主な事実関係から朴前大統領が崔順実の
不当な国政介入を許容したこと，権限を濫用したこと，崔順実の私益追求を幇助した
こと，公務上秘密文書の流出を指示・黙認したこと等に鑑み，公益実現義務違反と秘
密厳守義務違背を認定した憲法裁判所の判断は支持できる。しかし，憲法裁判所が本
件におけるキーワードである「国政介入」を厳密に定義ぜず使用したのは，法的論証
の不備と言わなければならない 15）。本来，民主主義は国民の国政への関与（介入）を基
礎とするため，一般に「国政介入」自体の違法性を問うことはできない。従って，本件
における「国政介入」という用語は，大統領罷免の可否を決する独占的で非民主的な
国政介入，すなわち「不当な国政介入」に改めなければならない。一方，憲法裁判所は
ミル・Kスポーツへの拠出等に関する企業の財産権侵害も認定したが，朴前大統領の
企業への要求における脅迫・強要の有無が明確ではないため，拙速な判断と言えよう。
　次に，憲法裁判所は盧武鉉元大統領弾劾審判事件宣告 16）が示した判断枠組に沿って，
「弾劾審判請求に理由がある場合」（憲法裁判所法 53 条 1 項）を「大統領の罷免を正当化
できる程重大な憲法又は法律違背があるとき」と解しつつ，「大統領の罷免を正当化で
きる憲法又は法律違背の重大性」の判断基準，すなわち①「憲法守護の観点」と②「国
民信任の剝奪の観点」に基づき，本件憲法・法律違背行為を重大な法違背行為と判断
した。憲法裁判所は，大統領の罷免を正当化できる重大な憲法・法律違背は，①の観
点から「罷免決定により，傷つけられた憲法秩序を回復することが要請される程大統
領の法違背行為が憲法守護の観点から重大な意味を持つ場合」，②の観点から「大統領
に付与した国民の信任を任期中剝奪しなければならない程大統領が法違背行為を通じ
て国民の信任に背反した場合」であると敷衍した。しかし，憲法裁判所は自ら認定し
た本件の憲法・法律違背（公益実現義務違反，企業の財産権・企業経営の自由侵害，秘密
厳守義務違背）行為につき，必ずしも①②の観点に当てはめることなくその深刻性を認
めつつ，朴前大統領の憲法守護意志の欠如（憲法・法律違背行為に対する不誠実な謝罪，
15） ハン・サンス『朴槿恵大統領弾劾決定大解剖』（世宗出版社，2017年）167頁。
16） 憲裁 2004・5・14宣告 2004憲ナ 1決定。
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真相究明に向けた協調約束の不履行）等の事情から，「国民の信任に背反した行為として
憲法守護の観点から容認できない重大な法違背行為」と位置付け，「憲法秩序に及ぼす
否定的な影響と波及効果が重大であるため，被請求人を罷免することにより得られる
憲法守護の利益が大統領罷免に伴う国家的損失を圧倒する程大きいと認められる」と
判断した。憲法裁判所が本件憲法・法律違背の重大性判断において用いた「憲法守護
意志」と「国民信任の背反」という要素は，その性格上（主観性，判断の恣意性）憲法・
法律違背の重大性判断基準として不適切である 17）。憲法・法律違背の重大性判断は，
当該違背行為が自由民主的基本秩序を脅かす行為（法治国家原理と民主国家原理を構成
する基本原則に対する積極的な違反行為）18）であるか否かに関する客観的論証に依拠す
べきで，そもそも被請求人の事後態度等を基準にしてはならない。
　以上，本件決定は一部法的論証に不備がないわけではないが，朴前大統領の重大な
憲法・法律違背行為が認められる以上，概ね支持できる。ただ，憲法裁判所は本件審
理を比較的早期に終結したが，本件が大統領罷免の可否をめぐる極めて重大な事案
であることに加え，争点が複雑多岐にわたることに鑑み，審判期間（上限 180 日）の許
す限り，各争点に対する判断の確実性に達するまで審理を尽くすべきだったと言え
よう。
　3　刑事裁判に関する検討
　憲法裁判所の弾劾決定は被請求人を公職から罷免するに止まり，民事・刑事上の責
任を免除するものではない（憲法 65 条 4 項，憲法裁判所法 54 条）。結局，朴前大統領は
罷免後，国政壟断スキャンダルをめぐる刑事責任が追及され，第一審判決で重刑が宣
告されたのである。
　本判決は確定ではないが（2018 年 6 月現在，控訴審で係争中），韓国憲政史上重大な
意味を持つ。第一に，弾劾訴追・罷免決定と軌を一にし，朴前大統領に国政壟断ス
キャンダル（朴前大統領を含む被起訴者 51 人）の究極的責任が認められた。第二に，
法の下の平等（憲法 11 条 1 項）という民主主義の原理が再確認された。大統領経験者
の犯罪嫌疑に対する有罪判決は，全斗煥元大統領・盧泰愚元大統領 19）に続き，本件
17） ハン・前掲注 15）227−241頁。
18） 憲裁 2004・5・14宣告 2004憲ナ 1決定。
19） 大法院 1997・4・17 宣告 96 ド 3376 判決により前者は無期懲役，後者は懲役 12 年が確定したが，両者は
1997年 12月に特別赦免された。
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が 3 例目である 20）。過去 2 件が大統領退職後に過去の重大な政治犯罪（内乱罪・叛乱
罪等）が問われたことに対し，本件は大統領職の弾劾・罷免の延長線上で大統領在
職中の私益追求が厳格に追及された。第三に，判決宣告のテレビ生中継が下級審と
しては最初に許容された。2017 年 8 月，「法廷傍聴及び撮影等に関する規則」改正に
より主要事件の下級審において裁判長の許可の下判決宣告の裁判中継放送が可能に
なった 21）が，本判決宣告に初めて適用されたのである。本件中継放送は，裁判の公
開原則（憲法 109 条）は元より，公共の利益や国民の知り権利の観点から評価に値す
る。
　では，本判決は妥当な判断なのか。本判決は多岐にわたる公訴事実の大部分を有罪
と判断したが，その核心は朴前大統領が崔順実と共謀して（共同正犯関係）企業からミ
ル・Kスポーツへの拠出金を強制募集したことをはじめ，崔順実の各種私益追求のた
め大統領の地位と権限を濫用したことを認めたことである。各犯罪事実の認定につき
事実誤認がないとすれば，大統領は国民により選出された国家元首であり，行政首班
として国民から委任された権限を専ら憲法・法律に基づき国民全体の自由と幸福，福
利増進のために行使しなければならない義務があることを前提とすると，本判決の結
論は概ね妥当なものとして是認できる。しかしながら，少なくとも以下のような争
点・事案に対する判断には事実誤認や審理不尽の疑いが残る。
　第一に，いわゆる「タブレットPC」の使用者等に関する判断である。「タブレット
PC」は，後述するように，中央日報系列の放送局JTBCが入手したもので，崔順実に
よる国政壟断の一端を示すファイル等が発覚し，朴前大統領の弾劾・罷免の引き金と
なった。しかし，同PCの所有・使用者を崔順実と断定する検察とそれを否認する崔
順実の間に争いがあり，JTBCによる同PCの入手経緯やファイルの無欠性に疑念も存
在する。このような状況の中，崔順実裁判の第一審過程で崔順実の依頼により同PC
を鑑定した国立科学捜査研究院は 2017 年 11 月 23 日，①同PCには文書修正機能がな
いこと，②同PCの使用者が多数である可能性，③JTBCが同PCを入手した 2016年 10
月 18 日から検察に渡り（10 月 24 日）検察が保有した 10 月 31 日までその無欠性が維持
されていなかったこと（3083 件のファイルが生成・修正・削除）等を明らかにした。と
ころが，本判決は同PCにつき，「崔順実が使用したものと見るのが妥当」としつつ，フ
20） なお，李明博元大統領も 2018年 4月 9日収賄等の嫌疑で起訴され，2018年 6月現在，公判中である。
21） 大法院は 2013 年より上告審のうち主要事件の公開弁論に限り生中継を許容したが，その対象を下級審に
も拡げる措置である。
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ァイルの無欠性の有無に関しては判断を避けた。崔順実裁判の第一審判決 22）も同PC
の使用者等に関して明確な判断を示さなかった。
　第二に，いわゆる安鍾範「業務手帳」の証拠能力に対する判断である。安鍾範「業務
手帳」は，安鍾範が青瓦台経済首席秘書官期（2014 年 6 月～2016 年 5 月）から青瓦台政
策調整首席秘書官期（2016 年 5 月～2016 年 10 月）まで朴前大統領の指示事項等を含む
自身の日々の業務記録（検察が入手したのは全 57 冊）で，朴前大統領の公訴事実の有無
を決する重要なファクターである。朴前大統領が公訴事実を否認する中，安鍾範は同
手帳の記載に基づき，ミル・Kスポーツへの拠出金の強制募集や企業関連賄賂等の犯
行は朴前大統領の指示によるものであると陳述した。ところが，同手帳のうち11冊は，
安鍾範が国政壟断スキャンダルが本格的に発覚した 2016 年 10 月，スキャンダルに関
わる事案を整理するため追記したもので，原本記録の趣旨と必ずしも完全に一致する
わけではない。にもかかわらず，本判決は安鍾範の陳述の信用性を肯定しつつ，業務
手帳の一切につき「間接事実に対する情況証拠として使用する範囲内において証拠能
力がある」とし，証拠能力を認めた。このような同手帳の証拠能力に対する判断は，
崔順実裁判の第一審判決 23）と一致するが，李在鎔裁判の控訴審判決 24）と相反する。
　第三に，三星の第三者賄賂授受嫌疑に対する判断である。本判決はロッテやSKに
は黙示的請託があったとして第三者賄賂授受（前記 〈表 3〉 ⑩⑪）を認めつつも，三星に
関しては鄭維羅への乗馬支援（同表3 ⑫）の一部を有罪と認めたことを除けば，三星の
経営権継承等不正な請託がなかったとし，ミル・Kスポーツへの拠出金（同表 3 ⑭）や
韓国冬季スポーツ英才センターへの支援金（同表 3 ⑬）につき第三者賄賂を認めず無
罪を宣告したのである。しかし，このような三星の第三者賄賂授受嫌疑に対する判断
は，李在鎔裁判の控訴審判決 25）や崔順実裁判の第一審判決 26）と一致するが，文亨杓前
保健福祉部長官裁判の控訴審判決 27）や李在鎔裁判の第一審判決 28）と相反する。
　以上のような争点・事案への疑念に鑑み，上級審においては厳格な審理に基づき国
政壟断スキャンダルの実体的真実が解明されるべきである。
22） ソウル中央地裁 2018・2・13宣告 2017 ゴハップ 1201−1等判決。
23） ソウル中央地裁 2018・2・13宣告 2017 ゴハップ 1201−1等判決。
24） ソウル高裁 2018・2・5宣告 2017 ノ 2556判決。
25） ソウル高裁 2018・2・5宣告 2017 ノ 2556判決。
26） ソウル中央地裁 2018・2・13宣告 2017 ゴハップ 1201−1等判決。
27） ソウル中央地裁 2018・2・13宣告 2017 ゴハップ 1201−1等判決。
28） ソウル中央地裁 2017・8・25宣告 2017 ゴハップ 194等判決。
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三　メディアの功罪
　蝋燭抗争が朴前大統領に対する政治的・法的断罪の原動力となったならば，そのよ
うな蝋燭抗争の導火線となったのは国政壟断スキャンダルを表面化させたメディア報
道である。国政壟断疑惑を提起・追及した一連のメディア報道が，韓国民主主義をリ
セットする契機を作ったのである。ただ，メディアは朴前大統領をはじめスキャンダ
ル関係者を追及する過程でジャーナリズム倫理上の問題点も少なからず露呈した。本
章では，国政壟断スキャンダルの暴露報道や，朴前大統領と崔順実を中核とする一連
の犯罪報道の功罪について考察する。
　1　メディア報道の功
　1）スキャンダルの端緒の捕捉と疑惑追及
　これまで解明された国政壟断スキャンダルの内容によれば，崔順実等による国政壟
断は事実上 2013 年 2 月朴前大統領の就任当初から始まり，2016 年 10 月発覚時まで継
続していたことが分かる。ベールに包まれていた国政壟断が発覚に至る端緒を開いた
のは，朝鮮日報系列の放送局TV朝鮮である。
　TV朝鮮は 2016 年 7 月下旬から 8 月中旬にかけて，ミルが安鍾範前青瓦台政策調整
主席秘書官の介入の下，大企業から約 500 億ウォンを集めたこと（7 月 26 日）を皮切り
に，Kスポーツが同様の経路で約 350 億ウォンを集めたこと（8 月 2 日），ミル・Kスポ
ーツが朴前大統領の外遊行事に参加したこと（8 月 4 日，11 日），朴前大統領がミル・K
スポーツのイベントの度に登場したこと（8月 12日）等，両財団をめぐる青瓦台と大企
業の異様な動きを相次で調査報道（investigative journalism）によりスクープし，その
背後に非公式ラインの実力者が潜んでいることを仄めかした。
　TV朝鮮は以上の疑惑報道で崔順実を名指しさえしなかったものの，彼女の存在を
認識していた。TV朝鮮は 2014年 10月，崔順実の最側近の 1人で，Blue Kの常務理事
だったコ・ヨンテの内部告発により崔順実の存在を知らされて以降，彼女に関する調
査を密かに進めていたのである 29）。しかし，TV朝鮮はミルのイ・ソンハン前事務総長
等の秘密取材源の協力を得て国政壟断スキャンダルの一端を示したものの，政権側の
29） キム・ヨンチュル他『秘線権力』（ハンウル，2017年）489−492頁。
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逆襲に遭い 30），2016年 8月中旬より続報の中断を余儀なくされた。
　ところが，ハンギョレ新聞が勢いを欠くミル・Kスポーツの両財団をはじめ国政壟
断追及を再点火・深化させた。ハンギョレ新聞はTV朝鮮から示唆を得て，2016 年 9
月 2 日に特別取材チームを立ち上げ，スキャンダルの中心に崔順実がいることを最初
に明らかにしつつ，スキャンダルの深層に迫ったのである。
　ハンギョレ新聞は多方面の秘密取材源の証言を基に，崔順実に対し，自身が常連とし
て通っているマッサージ店経営者をKスポーツの理事長に任命したこと（2016 年 9 月 20
日），Kスポーツ設立の数か月前の企画段階から同財団の設立を主導したこと（9月23日），
娘の鄭維羅のため梨花女子大の指導教授を挿げ替え，学則を改正させたこと（9 月 27
日，29 日），自ら設立したBlue KがKスポーツの金を持ち出す窓口だったこと（10 月
19 日），自身の一言で青瓦台が民間航空会社である大韓航空の人事に関与したこと（10
月 22 日），Kスポーツの主要懸案事項に関する報告を受けつつ，指示したこと（10 月 24
日）等，朴前大統領の非公式ラインの実力者として両財団の私物化（主要事業の最終決
定権者）をはじめ各種私益追求に奔走した情況をリレー形式で丹念に追跡してスクー
プした。ハンギョレ新聞特別取材チームは 2017 年 1 月 6 日まで調査報道を続け，100
名以上の取材源や各種文書の収集・分析に基づき国政壟断の実態を明らかにした 31）。
　2）疑惑の噴出とスキャンダル発覚
　TV朝鮮に続き，ハンギョレ新聞の調査報道により，崔順実が朴前大統領の非公式
ラインの実力者として国政への不当な介入とミル・Kスポーツに代表される各種私益
追求を図った疑惑が深まった。2016 年 10 月下旬，遂にJTBCが国政壟断を裏付ける
スモーキングガン（smoking gun）を提示したことで，事態は急展開を見せた。
　JTBCは 2016 年 10 月 20 日，大スクープのプロローグとしてコ・ヨンテの証言に基
づき，崔順実の趣味が朴前大統領の演説文を直すことであるという趣旨の報道を行っ
た。国政壟断疑惑が噴出する中，ドイツに滞在していた崔順実は証拠隠蔽を画策し，
朴前大統領は局面転換を探った（10 月 24 日改憲推進宣言等）。しかし，Blue K事務室か
ら崔順実のものとされるタブレットPCを発見した（10 月 18 日）JTBCが 10 月 24 日，
同PCを暴露する大スクープを報じ，国政壟断スキャンダルは本格的に発覚した。
JTBC特別取材チームは，同PCの 200 余件の保存ファイルの分析に基づき，崔順実が
30） 政権側は，朝鮮日報が 7 月中旬以降，禹柄宇前青瓦台民情首席秘書官の非違疑惑を提起したこともあり，
朝鮮日報主筆の饗応授受事実を暴露する等，朝鮮メディアグループに対する攻撃を強めた。
31） ハンギョレ新聞 2017. 4. 27付。
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朴前大統領の演説文（2014 年訪独の際の「ドレスデン演説文」も含む）や青瓦台会議資料
44 件を事前に提供してもらい閲覧し，一部演説文に修正を加えていた事実を明らかに
したのである。
　朴前大統領は 10 月 25 日，JTBCの前日の報道で国政壟断の疑念が確信に変わった
世論を意識し，大統領選挙時から大統領就任後補佐体制が完備されるまで一部演説文
や資料等における崔順実の助力を認めて謝罪する「対国民談話」（第 1 次）を発表した。
ところが，JTBC特別取材チームは同日夜，この談話に反駁するかのように，崔順実が
朴前大統領の演説文の事前閲覧・修正に止まらず，政府の人事への介入や国家安保機
密事項へのアクセス等，大統領の友人としての域を超えて国政運営に深く介入してい
たことを示すファイルを追加でスクープした。さらに，JTBC特別取材チームは 10 月
26 日，崔順実への文書流出の経路（ジョン・ホソン青瓦台付属秘書官）に係る端緒を提
示した 32）。
　メディアはJTBCの連日の大スクープを機に，一斉に国政壟断の本格的な追及に加
勢し，ベールに包まれていた崔順実の不当な国政介入の数々の実態を相次いで報道し
た。メディアの一体的な国政壟断追及報道は，市民による蝋燭抗争を勃発させた（10
月 29 日）。その直後，ドイツから急遽帰国した崔順実が 11 月 3 日職権濫用権利行使妨
害罪等の嫌疑で拘束され，朴前大統領は 11月 4日崔順実による国政壟断を改めて謝罪
しつつ，検察捜査や特検の受け入れを表明する「対国民談話」（第2次）を発表した。そ
れにもかかわらず，メディアが後押しする市民の蝋燭抗争が拡大強化の一途を辿り，
野党側から弾劾圧力が表面化したことで，朴前大統領は 11 月 29 日自身の大統領職の
短縮を含む進退問題を国会の決定に委ねる意向を示す「対国民談話」（第 3 次）を発表
した。しかし，野党側は改憲を念頭に置いたとも解される朴前大統領の発言を一蹴し，
弾劾手続に突き進んだ。
　一方，JTBCの「タブレットPC」報道が朴前大統領の弾劾局面へと動かしたが，後
述するように，JTBCによる同PCの入手経緯やファイルの真偽等に疑念がないわけで
はない。何者かが崔順実による国政壟断事実の暴露を目論見，同PCのファイルを操
作した可能性も排除できない。同PCをめぐる疑念が解消されなければならない。
　3）大統領弾劾・罷免の牽引
　上述のごとく，国政壟断スキャンダルは，TV朝鮮，ハンギョレ新聞等の調査報道に
32） JTBCファクト・チェッカー オ・デヨン記者他『弾劾，憲法でチェックする』（バンビ，2017年）77−78頁。
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よりその表層が暴露され，JTBCの大スクープを切っ掛けに本格的に発覚した。その
直後，蝋燭抗争が始まり，朴前大統領の弾劾手続がなされたことから，朴前大統領の
弾劾・罷免はメディアが牽引したと言っても過言ではない。
　実際，国会の大統領（朴槿恵）弾劾訴追議決書が提示した証拠その他参考資料 21 件
のうち，言論報道が 14 件も占めていることに鑑み，朴前大統領の弾劾はメディアによ
る弾劾とも言える 33）。また，憲法裁判所の大統領朴槿恵弾劾事件宣告決定文も決定主
文（被請求人大統領朴槿恵を罷免する）に対する理由として，事件の発端を主にメディ
ア報道をベースに記述している。
　国家機関の権限行使は原則的にメディア報道に依拠してはならないことから，本件
事実関係の確認における国会と憲法裁判所の怠慢を指摘しなければならない。ただ，
メディアが隠蔽されてきた権力の不正を暴き，結果的に立法・司法機関を動かして権
力者の弾劾局面を作り出し，韓国政治の歴史的転換をもたらしたのは評価に値する。
すなわち，メディアが国政壟断スキャンダルを厳しく追及し，ウォーターゲート事件
と同様，現職大統領を権力の座から追放して憲法秩序の回復に寄与したのである。特
に，メディアが各自の政治的・思想的スタンスの相違を超え，国政壟断スキャンダル
の追及に共同歩調を取ったのは，権力に対峙して国民の知る権利を充足するジャーナ
リズムの本領発揮に他ならない 34）。
　2　メディア報道の罪  
　1）スキャンダル防止の機会の逸失
　崔順実による国政壟断は，1970年代朴正煕政権期における崔太敏の朴槿恵前大統領
の権威を笠に着た理不尽な振る舞いにその源流があり，既に朴槿恵前大統領の就任当
初から始まったことは既述した通りである。メディアはこの悪の連鎖を断ち切る機会
が少なからずあったが，2016 年秋まで本格始動せず，結果的に崔一家の親子 2 代にわ
たる長年の利権追求を許した側面がある。
　朴正煕元大統領は 1977 年，大統領直属の情報機関である中央情報部（現国家情報院）
に崔太敏の朴前大統領との関係を利用した違法行為を調べさせた上で，中央情報部長，
朴前大統領等を呼んで直に尋問した（9 月 12 日）が，崔太敏を除去することに失敗し
33） ハン・前掲注 15）167頁。
34） 拙稿「韓国大統領罷免とメディアの功罪」新聞研究No. 791（2017. 6）59−60頁。
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た 35）。朴前大統領と崔太敏との関係は，朴正煕政権の終焉以後も続き（1994年崔太敏死
亡で終結），2007 年大統領選で関連内部告発がなされた経緯がある。メディアによる
両者の関係や崔太敏の違法行為の究明は，厳格な言論統制が敷かれた朴正煕政権期を
含む民主化以前は容易ではなかっと言えよう。しかし，メディアは民主化以後も，
2007 年大統領選当時に代表されるように，ファクトチェック（fact check）の機会を活
かすことができなかった。結果的に，朴前大統領の崔太敏との不健全な関係が崔順実
との不健全な関係に継承され，国政壟断スキャンダルが生じた。
　国政における非公式ラインの介入に関する噂は朴槿恵政権初期から流れた。朝鮮日
報「大統領を取り巻く風聞」というコラム（2014 年 7 月 18 日付）や，同コラムを一部抜
粋・引用した産経新聞インターネット記事（同年 8 月 3 日付）36）等はそのような噂を反
映している。その後，非公式ラインの不穏な動きの一端が世界日報により確認された。
世界日報は 2014 年 11 月 28 日，鄭潤会が朴前大統領の側近 10 人（「十常侍」と指称）と
ともに国政に不当に介入したとする青瓦台内部文書，いわゆる「鄭潤会文書」を暴露
したのである。しかし，政権側は事実の隠蔽に汲々とし（同文書の内容否定），国紀紊
乱を理由に文書流出者を処罰するとともに，世界日報に法的・政治的攻撃を加えた 37）。
一方，2015 年 1 月，同文書流出嫌疑で逮捕された青瓦台行政官が韓国の権力の序列を
「崔順実 1 位，鄭潤会 2 位，朴大統領 3 位」と供述した。この供述は，非公式ラインに
よる国政壟断を推察できる重大な端緒である。ところが，メディアは本格的なファク
トチェックに踏み切れなかった。仮に，メディアがこのタイミングで政権側の「鄭潤
会文書」報道への対処を疑い，「権力序列 1 位」崔順実の動きを徹底的に追及したなら
ば，国政壟断が拡大される前に早期に一掃されたはずである。
　2）発表ジャーナリズムと横並び主義
　メディアは，調査報道等に基づく国政壟断スキャンダル発覚により憲法秩序の回復
に大きく貢献したものの，スキャンダル発覚以後は司法当局の発表に依拠する発表ジ
ャーナリズムに陥った。すなわち，多くのメディアは，朴前大統領の弾劾・罷免とい
う重大な政治的事件に肩入れし，国会や憲法裁判所の判断に異論を挟まなかったこと
に加え，朴前大統領と崔順実を含む国政壟断スキャンダルの被疑者・被告人の被疑事
35） 趙甲濟「近代化の革命家朴正熙の生涯／青瓦台の厄介事―朴槿惠と崔太敏の密着」月刊朝鮮 2005年 11月
号 5−32頁。
36） www.sankei.com/world/news/140803/wor1408030034-n1.html
37） キム・前掲注 29）400−405頁。
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実や裁判内容を検察・裁判所の目線から報じた。拘束捜査・裁判を受けるこれら被疑
者・被告人に対し，司法当局の発表を中継するような犯罪報道が展開されたのである。
　このような発表ジャーナリズムや横並び報道の傾向の最たる例は，朴前大統領の弾
劾・罷免の引き金となった「タブレットPC」や朴前大統領の公訴事実の有無を決する
重要なファクターである安鍾範「業務手帳」に関する報道である。まず，メディアは
「タブレットPC」につき，同PCの使用者をはじめ多くの論争が存在するにもかかわら
ず，検察寄りの報道に終始した。検察は 2016 年 12 月 11 日，同PCのフォレンシック
分析（2016 年 10 月 25 日）を経てその所有・使用者が崔順実であると結論付けつつも，
フォレンシック分析報告書全文を公表しなかった。それでも多くのメディアは検察の
発表を鵜呑みにし，崔順実の反論を無視した。その後，国立科学捜査研究院による同
PCの鑑定結果（2017 年 11 月 23 日）は，検察の見解と一線を画すもので，同PC の使用
者をめぐる論争は無論，JTBCによる同PCの入手経緯や入手後の取扱（ファイル操作
の可能性）に関する疑念を増大させた 38）。ところが，多くのメディアは国立科学捜査研
究院の鑑定報告書を主体的に分析せず，むしろ「検察の分析報告書と大方同じで，修
正・操作の痕跡がないという趣旨」と糊塗した検察の発表を無批判的に垂れ流した。
その結果，検察の主張を追認して崔順実を同PCの使用者と判断した，朴前大統領裁
判の第一審判決に疑問を呈するメディアは殆どなかった。
　次に，メディアは安鍾範「業務手帳」の証拠能力の有無に争いがあるにもかかわらず，
これを肯定する検察や裁判所の見解に同調する論調を貫いた。多くのメディアは，検
察が同手帳を史官による記録に相当すると位置付けたことに続き，朴前大統領裁判の
第一審判決が公訴事実をめぐる安鍾範の陳述の信用性や同手帳の証拠能力を認めたこ
とに対し，綿密に分析せず，そのまま横流しに報道したのである。その過程で，安鍾
範側が同手帳を一括ではなく，数か月にわたって順次提出した（① 2016 年 11 月 7 日 11
冊提出，② 2017 年 1 月頃 39 冊提出，③ 2017 年 5 月 31 日 7 冊提出）意図や，特に，事後にス
キャンダルに関わる事案を整理するため追記した①の 11 冊が原本記録の趣旨と必ず
しも完全に一致しない事実等は追及されなかった。
　3）偏向・煽情報道
　メディアは，国政壟断スキャンダル発覚以後，発表ジャーナリズムに加え，露骨な
偏向報道や煽情報道に奔走した。すなわち，多くのメディアは，朴前大統領と崔順実
38） ㇺン・ガプシク＝チェ・ウソク「 1 年ぶりに全貌が明らかになった「崔順実タブレットPC」／崔順実のも
のと知られたタブレットPC，検察フォレンシック報告書全文入手」月刊朝鮮 2017年 11月号 62−127頁。
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を含むスキャンダル関係者の犯罪報道等においてメディアスクラム（集団的過熱取材）
を多用し，受け手に厳しい感情や予断・偏見を助長したり，センセーショナルに書き
立てる姿勢に終始した。
　まず，メディアは国政壟断スキャンダルの被疑者・被告人に対し，推定無罪原則を
無視して犯人視する，偏向報道を展開した。大方のメディアの論調は，朴前大統領の
弾劾審判や朴前大統領と崔順実を含むスキャンダル関係者の一連の刑事手続につき，
権力行使へのチェックの観点を欠き，むしろ後押しするような姿勢を示した。多くの
メディアは，これらの弾劾審判や刑事手続において客観的傍観者（bystanders）ではな
く，主観的プレイヤ （ーplayer）として「メディア裁判」の様相を呈したのである。端
的に，メディアはスキャンダル関係者の防禦権行使（朴前大統領側の不拘束裁判の要求，
崔順実側の「タブレットPC」操作主張，禹柄宇前青瓦台民情首席秘書官の拘束適否審査請求
等）を批判する等，予断・偏見に満ちた懲罰感情を露わにした。
　次に，メディアは国政壟断スキャンダル関係者に対し，報道が過熱して煽情報道の
傾向をも強めた。すなわち，一部のメディアはスキャンダルを追跡・暴露する過程で，
スキャンダルの本質や犯罪事実とは関係ない事柄を多分にセンセーショナルに取り上
げた。例えば，朴前大統領の場合，①崔太敏との不健全な関係，②セウォル号事故当
日の行跡（青瓦台内でシャーマニズムの儀式を行っていた等），③精神状態（向精神薬中毒
疑惑等），④鄭維羅の出産疑惑等，崔順実の場合，⑤複雑な家系（崔太敏の 5 番目の妻と
の間の三女）や一家の裏話（崔太敏や兄弟との暗闘等），⑥コ・ヨンテとの不倫疑惑，⑦
公共の場における傍若無人な振る舞い（暴言・奇行等）等，興味本位の多数の情報が排
他的感情に基づき報道された（特に，②③④は裏付けのない誤報を包含）。このように，
メディアはスキャンダル関係者，とりわけ朴前大統領と崔順実に対し，ジャーナリズ
ム倫理を逸脱して煽情報道を繰り返す一方，誤報等の検証や訂正を怠った。
結びに代えて
　国政壟断スキャンダルは前代未聞の重大な権力の不正で，その代償は大きかった。
崔順実等による国政壟断を許し，結果的に自らも国政壟断に加担したとされる朴前大
統領は，弾劾・罷免に続き，刑事裁判の第一審判決で重刑の宣告を受けた。本稿では
詳しく取り上げなかったが，スキャンダルの中心人物である崔順実にも第一審判決で
重刑が下され（2018 年 6 月現在，控訴審で係争中），その他関係者にも一定の法的制裁が
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科された。筆者は，朴前大統領の罷免決定や第一審判決につき，概ね妥当なものであ
ると考えるが，一部法的論証の不備や審理不尽の疑いも払拭できない。上級審におい
ては厳格な審理が求められる。
　国政壟断スキャンダル発覚以後の政治的激変は，メディアがリードしたと言っても
過言ではない。一部のメディアの調査報道によりスキャンダルが表面化してから国政
壟断追及に結集した「オールメディア」体制が，市民の蝋燭抗争を勃発させ，朴前大統
領の弾劾・罷免をはじめスキャンダル関係者に政治的・法的断罪をもたらした。結局，
メディアが権力監視という本来の使命に徹し，憲法秩序の回復に大きく貢献したので
ある。ところが，メディアはスキャンダル防止の機会を幾度も逸失したことに加え，
スキャンダル発覚以後は朴前大統領と崔順実をはじめスキャンダル関係者の犯罪報道
等において発表ジャーナリズムと横並び主義に陥ったり，偏向・煽情報道に走る等，
ジャーナリズムの原則を頻繁に逸脱した。メディアは世論に便乗し，スキャンダル関
係者に対して「メディア裁判」を展開したことを反省しなければならない。
